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　（1）図にみられる財貨諸勘定の分類には，すでに他の論者によって指摘されている7）ように，いろいろ
な問題が内蔵されているが，ここではGoodsなる用語の中に積極と消極との背反する二つの意味が含ま
れており，積極財貨をもって資産，消極財貨を負債と規定している点を注目するにとどめたい。
　他方，H図のProprietorshipの分類は彼の利益概念を論究する上で特に注目すべきである。そこで
は，Proprietorshipは元入資本と損益とに区別されている。彼はこの両者の区別の重要性を強調する。そ
れは，一見，今日の会計理論にみられる「資本と利益区別の原則」に該当するもののように考えられる。
だが，その内容を吟味するとき今日の会計理論との間に明確な差異が存することに気づくであろう。ハッ
トフィールドは資本と利益を区別すべき根拠を「企業の成功の度合」8）を正確に測定，表示する点に求め
る。しかして企業の成功の度合は「一会計年度において稼得された利益の期首資本に対する割合」9）によ
って具体的に表現されるのであり，それを可能ならしめるために両者は区別されねばならないと主張する
のである。それ故彼にあっては「企業の成功の度合」一それは一会計期間ごとに測られる一を測定レ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サ　　　サ　　　の　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　りた後には，両者を区別する必要はなくなり，ここに損益は「主たる所有主資本勘定に振替えられるか，さ
もなければ帳簿上から取除かれる」10）（傍点一引用者）ことになる。このように彼は，一会計期間におけ
る「企業の成功の度合」を測定すべく両者を区別するのであって，この目的を達成した後にはその区別の
必要性はなくなり，損益はこれを主たる所有主資本勘定に振替えてもよい旨論ずるのである。「資本と利
益の区別」に関するノ・ットフィールドの主張が今日の会計理論にみられるそれではないといわれる理由の
一つはこの点に存する。もっともこの点にっいては，ここにみられる分類およびその説明は個人ないしは
組合形態の企業を念頭においたものであって，そのままの形では株式会社形態の企業には妥当しないもの
であるといえよう。資本と利益の区別が特に重要な意味をもつものは株式会社会計においてであって，個
人・組合企業の会計においてはさほどの意義をもたないからである。
　この書物において彼がのべている「資本と利益の区別」は，今日的な意味のそれではなく，しかもそこ
には後にみるように若干の混乱があったと考えられるのであるが，そのような混乱を招いた原因はいわゆ
る資本剰余金概念の確立がみられない点に求められる。すなわち，この書物において彼のいう剰余金
（Surplus）は原則として留保利益を意味するのであり11），資本剰余’金なる概念は未だ存在しなv・のであ
る。そのため，彼によれば，減資差益・自己株式取得益など今日一般的に資本剰余金と考えられる項目は
例外的にr剰余金」に包含され12），法律で明確に禁止されてv・る場合を除いてこれらを配当可能利益とし
て処理しても非合法的ではない13）と論ぜられることになる。私見によれば，ここにみられる資本と利益区
別の不明瞭さ14）一それは「純財産増加」方式に立脚する所有主理論（資本主理論）の限界を露呈したも
のである一が，以下本稿の取り扱う資本的損失概念の統一的把握を妨げる原因になっていると考えられ
るのである。
　以上，財貨系統と所有主資本系統への勘定の分類についてハットフィールドの所説を紹介し，そこに含
まれている若干の問題点を指摘した。
　このようにして，彼によれば勘定のかかる二勘定系統への分類こそが「複式簿記の本質を構成する」15）
のである。この二勘定系統のうち財賀勘定が，トーマス・ジョンズの説明するように「積極および消極的
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な富すなわち資産と負債の詳細を示す種々の項目を記録する」16）のに対して，所有主資本勘定系統は「期
首に投下された資本額とその期間に生じた損益額を表示するのに役立ち」17），それを細分化することによ
って「純損益額を示すばかりでなく利益の種々なる源泉・経費の生ずる様々な経路をも表示する」18）ので
ある。しかして「この異なった二組の勘定はその結果において一致しなければならない」19）。っまり「所
有主資本諸勘定で示される元入資本＋純利益額は，常に財貨諸勘定によって示される純資産額と一致しな
ければならない」20）のである。このような両勘定系統の結果の一致によってはじめて正確さの証拠
（evidence　of　accuracy）が提供されることになり，こうv・った照合が可能なところに複式簿記の長所が
存するのである2D。
　1）Hatfield，　H．　R．，　Modern　Accounting　preface　vii．1909．
　2）　たとえば，上野道輔博士「簿記原理」昭和14年版30頁および40頁。山口孝助教授「ハットフィールドの簿記論
　　にっいて」　（明大商学論叢44巻4号）参照。
　3）　Hatfield，　H．R．，　ibid．　p　1，
　4）　Hatfield，　H．　R．，　ibid．　p　2．
　5）　Hatfield，　H．R，　ibid．　pp．3～4．
　6）　Hatfieldr　H．　R．，　ibid．　pp．7．9．
　7）　山口助教授前掲論文416～9頁参照。
　8～10）　Hatfield，　H．　R．，　ibid．　p　8．
　11～12）　Hatfield，　H．R．，　ibid．　p　234．
　13）　Hatfield，　H．　R，　ibid．　p　235．
14）　中村忠助教授は，　「近代会計学」におけるハットフィールドの資本会計論には，結論的にいって資本と利益の
　区別を保持する満足すべき理論はなかったと論評されるのであるが，その根拠として「彼は再取得自己株式
　　（tressury　stock）に資産性を認めたり，株式割引額を手形割引額と同様に処理されねばならなV・，とのべている
　点などからも明らかなように，資本取引の本質が十分に理解されておらず，また彼においては資本剰余金の概念
　がないために，株式プリミアムや減資差益が，利益留保としての剰余金といっしょにされている」点を指摘され
　てV・る。もっとも同助教授も，ノ・ットフィールドが株式会社会計におV・て「富の増加（accretion　of　wealth）と
　原始資本拠出額（original　capital　contributions）の区別」の保持の必要性を認識してV・る点は肯定されるのであ
　るが，その認識には「何ら実質が伴ってV・ない」と解されるのである。「資本剰余金の計理」会計76巻3号113～
　4頁。　「資本会計」106頁。
15～21）　Hatfield，　H．R，　ibid．　pp．9～iO．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　前述のように，ハットフィールドは，まず財貨；所有主資本という方程式を基礎にして簿記原理を展開
するのであるが，以下の諸章ではこの簿記原理に基づき貸借対照表と損益計算書（彼はProfit　ond　Loss
accountなる用語を用V・てV・る）を誘導し，その会計問題に論及してV・る。
　彼によれば，貸借対照表が財貨＝所有主資本という等式関係に基づき一定時点における企業の財政状態
を表示するものであるに対して，損益勘定は，一定期間における事業活動に起因する，所有主資本額の増
減変化の明細を記録する一時的集合勘定であり，その「目的は主に企業の当該期間の純利益を特に配当可
能利益額に関連して表示することにある」1）。すでにみたように，所有主資本額の増減をもたらす事業取
引は損益取引と混合取引とであった。これらの取引は，交換取引と同様に方程式左辺の財貨諸勘定の変動
を惹起せしめるのであるが，それにとどまらずさらに右辺の所有主資本額にも影響をおよぼし，損益を生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　202一
o
ぜしめることにts．る。ハットフィールドの表現をもってすれば，方程式左辺の「財貨勘定の変動は，それ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がたんなる交換取引以外の事業活動の変動を代表する限り，通常の場合には（in　ordinary　cases）損益勘
定に転記される項目に究極的に包含される反対記入を伴わなければならない」2⊃（傍点一引用者）のであ
　　　　　　　　　　　．　　　の　　　　　　　ロ　　　コ　　　　　　　　る。この引用文の中で，通常の場合にはという限定がつけ加えられている点に特に注意すべきである。こ
の限定語を彼が用いているのは，交換取引を除いた，財貨勘定に変動を与える取引の中に，例外的にせ
よ，損益に何ら関係しない特殊な取引が存在することを彼自身認識していることを意味する。それは要す
るに「資本は損益勘定の借方にあらわれねばならないような技術的損失を伴うことなく喪失されうる
か」3），「資本の増殖を代表するが，損益勘定における貸方残高という意味での利益を代表しない純資産価
値の増加が存在しうるか」4）という問題，つまり損益取引と資本取引区分の問題を彼が意識していたとい
うことにほかならない。
　かくして，配当可能利益の指標たる正確な期間利益を算定するためには，損益を生ぜしめる取引と（1）
交換取引および（2）資本取引との区別が肝要となる。（1）はいわゆる収益的支出と資本的支出の区別に関
する問題であり，かかる区別の特に困難な項目として創業費，建設利息および試験研究費などが挙げられ
る。この点について，彼は，ある項目を両支出に区別する基準として一般原則を設定することは容易でな
V・ことを認めながらも「純理論的観点からすれば，継続企業（going　concern）を組織する際に必然的に
生ずる経費は，不動産，機械または手持商品などと同様に当該企業の資産であると考えられる。株主また
は所有主にとっては，それは利益の生まれる投資の一部分であり，それ故資本的支出である」5）という結
論を与え，前掲諸項目の資産性を主張する。
　これに対して（2）は今日的にいえば「資本と利益区別」の問題であり，この点については資本的損失，
株式打歩および評価益などいわば資本と損益両者のボーダー・ライン上に存する項目の取扱いが特に困難
である。この問題は当時（前世紀末葉から今世紀初頭にかけて）会計実践の中心的課題であった配当可能
利益の算定をめぐって生成し展開したのであった。では一体いかなる利益が配当の客体と考えられてきた
のか。
　伝統的に会社法上配当利益計算方式には損益法テストと財産法テストという二つの大きな流れがある。
ハットフィールドの表現によれば「法律は（1）ある受取（実現されたかあるいは推定的な）がある経費
（支払われたかあるいは認識された）を超える剰余の配当を許すのであろうか。（2）前年の純資産を超え
る現在資産の剰余部分のみの配当を命ずるのか」6》という二つの方式がこれである。この損益法，財産法
という相互に拮抗し対立する二つの配当利益計算方式は，それぞれの時代の要請によって規定されてたえ
ざる交替の過程をたどるのである。
　ハットフィールドはこのように配当利益の算定という視点から資本的損失その他の前掲諸項目を論究せ
んとするのであるが・このうち特に彼が強調するのは資本的損失についてである。以下本稿では，資本的
損失と配当支払の関係に論点をしぼり，この点に関するハットフィールドの見解を考察し，さらにそこに
みられる所論が前述の簿記論から首尾一貫してよく説明されうるものであるかどうかを論究せんとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
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　ハットフィールドは資本的損失を配当支払の合法性および配当政策の観点から考察する。彼はこの考察
を多くの訴訟事件に対する当時の法廷の判決に論及する中で展開している。
　LLee対Neuchatel　Asphalte　Company，　Limited（English　Case）事件（1889年）7）
　この事件はアスファルト鉱山の採掘をなす目的で組織された会社がその埋蔵物の費消に引当をなさずに
配当金を支払ったことに対して，一株主が異議をとなえ提訴したものである。しかし法廷はこの提訴を却
下した。っまり，配当利益の計算には消耗性資産の償却費を控除する必要がない旨決定されたのである。
この判決は，ノ・ットフィールドが指摘するように「原理において明確さを欠き，細昌については矛盾があ
りまた理解するのに困難なおそれ」8）があったが，とにかく消耗性資産に投下された資本の費消に対して
は引当をなすよう会社を強要しえないという原則を確立したのである9）。
　もちろん，資本からの配当を認めたこの判決に対して種々の非難があびせられた。たとえば，英国勅許
会計士協会の機関誌「会計士」は「会計の根本原則の把握が薄弱であり，すべての会計実務家や慎重な実
業家の見解と全くかけ離れている」1°と批判し，さらにこの判決後まもなく出版された　「政治経済学辞
典」においても「この判決は事業および簿記に関する健全なすべての原則に背反する」11）旨が指摘され，
また会社法の権威パーマーもこの判決にみられる利益決定法を「明らかに不健全な」12）ものと言明してい
る。だが，ハットフィールドは，これらの非難にたいして，このリー事件の判決は，それが恒久性と継続
性の要素が暗示される生産企業と異なる投機的，一時的な，しかもその定款に減耗に対する引当の規定を
もたない企業に適用されたことを留意すべきであると指摘している13）。
　しかし，別の箇所におい，彼は，配当政策の観点からは，この事件にみられるように減耗に対する引当
なくして配当支払を行うことを正当ならしめる強力な理由が存すると考え，およそ次のごとく論ずる。
　問題は，っまるところ，鉱山業およびこれと同類の企業を恒久的なものとみなすべきか，それとも一時
的なものと解釈すべきかという点に帰着する。鉱山業を恒久的な企業と解する論者は，収入のうち資本の
払戻しを表わす額はこれをその企業内に留保して鉱山廃業の時期に資本金額に相当する他の資産を所有し
うるように投資されるべきであると主張する。しかし，この見解は当該企業の本質的な性格を全く看過し
ているように思われる。鉱山業は常に投機的，一時的な性格を有するのであり，この種企業の資本の応募
者は当然当該企業のこのような性格を十分承知しているはずである。彼等応募者の唯一の目的は，所与の
鉱物埋蔵量を採掘し，その成果をできるだけ早く彼等自身に返還させることにある。このように，鉱山業
は，その投機的，一時的な性格からして，所定の目的を達成すれば消滅すべく運命づけられでいる
ventureであり，債権者を害しまたは誤解せしめなV・限り，資本維持の目的のために消耗性資本の費消
に対して引当を行う必要はない14）と。
　このリー事件の判決は，前述のごとく当時英国内で斯界の権威から非難を受けたが，その基本的な思考
はその後も同国内さらには米国諸州の法廷の判決に受け継がれ15），配当利益の計算において一般に資本的
損失を控除すべき否やという問題に重大な影響を与えたのである。
2・Verner対The　General　and　Cornmercial　lnvestment　Trust，　Limited事件（189奔）16）
　これはリー事件から5年後にくだった判決であり，損益勘定に影響を及ぼすことなく損失を蒙るとこが
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あるとV・う思考を極めて拡張したのである。この会社は，投機的投資（speculative　investment）の目的
で他会社の株式を購入し，それから得た利益を株主に分配する意図をもって組織されたものであった。し
かしてこの会社は5百万ドルの資金を株式や社債の形で調達し，その全額を投資にあてたが，この投資総
額のうち若干のものは選択の仕方がまずく市価が下落し，百万ドル以上の損失が認識された。しかるに，
利子および配当収入の総額は当期諸経費を支払ってもなお余りがあった。このような場合に，当該会社は
投資価値の下落による百万ドル以上の損失を填補せずしてこの純収入を配当することは合法的や否や。事
件はこの点について争われたのであった。
　この事件の判決は，前のリー事件と同様に，配当は資本からは支払われえないという法律上の原則にか
かわらず，かかる配当の妥当性を支持したのであった。この判決の中で首席判事は「一般に配当金は法律
上資本からは支払われえないが，それはすべての場合に資本の損失は配当金を支払う以前に填補されるべ
きであるということを意味しない」17）と述べている。っまり，そこではいわゆる流動資本の損失と固定資
本の損失とが区別され，利益を生み出す過程で費消された流動資本の取替えなくして利益配当をすること
は資本からの配当を意味し，それは法律の禁止するところであるが，他方固定資本の損夫はこれを填補せ
ずに利益配当を行っても差支えないというのである（その際投機的投資は今日の投資のごとく固定資本と
して考えられているはずである）。
　このようにして，配当を宣言するに先立ち資本は維持されるに及ばないという原則は，前記のリー事件
では消耗性資本を有する企業のみに適用されたが，この事件ではさらに拡張されてtrustと称する長期
的な特殊企業に恒久的に投下されたいわゆる「固定資本」にまで適用されるに至ったのである。リー事件
が広義における減価償却に関する問題であるに対し，後者は投資有価証券の市価の変動に関するものであ
って内容的には異るのであるが，いずれにせよこれら二っの事件の判決によって「資本的損失を填補せず
してその会計年度の利益は配当に利用するも差支えないという原則」18）が樹立されたのであった。この原
則は，一層拡張されてヴェルナー事件の翌年（1895）のWilmer対McNamara　and　Company事f牛にお
ける「営業権の価値の減少は固定資本の損失であって流動資本のそれではないという理由で配当支払に影
響を及ぼすべきではなv・」19）とv・う判決に継承され，さらにその翌年のKingston　Cotton　Mill　Co．事件
にも適用され，リーおよびヴェルナー事件がいずれも特殊企業に関するものであったのに対して，この事
件では通常の製造業にまで及んだのであった20）。
　では，ハットフィールドは消耗性資産以外の投資において資本の損失があるにかかわらず配当を支払う
政策を支持した一連の判決についてどう考えるのか。結論的にいえば，前述の消耗性資本の場合ほど容易
には擁i護されない21）が，事情の如何によってはかかる配当支払が正当化されることがあることを認めるの
である。彼は次のような例をあげてこの点を説明する。たとえば，ある人の全所得は10軒の家屋（1軒1
万ドル）の賃貸料（10％の正味所得を生む）から稼得される。このうち2軒が焼失し，それに保険がかけ
てなかったとすれば，彼の所得は年額1万ドルから8千ドルに切下げられ，同時に2万ドルの資本の損失
が生じたと考えるのが常識的な見解である。この揚合，彼にとって自分の所得は元本が回復するまでその
全額がcut　offされるとは考えられない，同様に，異常な損失が償却されるまで配当の支払を全く停止
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することは従属株主（dependent　stockholders）にとって残酷な処置であろう。株式会社におv・ては，こ
のような事件は実際に名目資本の減少すなわち株式資本金の一部の償却を呼びおこすことになって非常な
困難を招くことになる。しかして，この減資手続の煩雑さ，そのために要する法定費用，さらに資本損傷
の事実を公示することによって会社の信用に及ぼす悪影響などのために，取締役は，減資手続を嫌悪する
のである。この場合になされるべき適切な批判は，資本の回復に先立ち配当が支払われたという点に向け
られるべきではなくて，配当を支払う前に残余資産額に相当するまで資本金の減少が行われなかったとい
う事実に向けられるべきである22）と。
　っまり，恒久的な企業の配当利益の計算において資本的損失を控除する必要はないという一連の判決に
対してなされるべき批判は，ただその場合に減資が行われなかったという点にのみ向けられるべきである
というのである。かくして，彼は減資を条件として上記の配当の妥当性を容認するのである。
．以上考察した「資本」的損失と配当支払の合法性に関する問題の結論を「資本」なる概念の解釈の差異
によって次の3点に要約している。
　1．その損失が消耗性資本の消耗を意味する揚合には，それを填補せずに配当金の支払を行うことは合
　　法的であり，英国および米国において十分に確立された原則である。
　2．それが固定資本の損失を意味する場合には，それを控除することなく配当を支払うことの合法性
　　は，英国のhigh　authorityおよび米国の最高裁判所によって支持されてv・る。この点につv・て米国
　　各州の法廷の態度は区々であって統一がみられないが。
　3．流動資本の損失を意味する場合には，かかる配当の合法性は否定され，流動資本は維持されねばな
　　らないという点で権威者間の意見は一致している23）と。
　当時，資本的損失と配当支払に関する米国各州の法廷の態度はきわめて複雑，区々であり，満足すべき
ものでなかった24）が，ハットフィールドが指摘しているように，英国法廷の影響を受け，最高裁判所はじ
め幾つかの州でも漸次配当利益の算定において非控除項目を拡大する傾向にあったようである。このよう
t
に，前世紀末から今世紀初頭にかけての独占資本主義の形成期に配当利益の算定において法廷が示した非
控除項目拡大化の傾向一それは財産法テストから損益法テストへの移行を暗示するものだが一は，当
時の配当政策の強行にいかに便宜を与えたか25）。そしてまた法律が当時の株式会社企業の要請をいかに反
映した26）かを示しているものといえよう。ハットフィールド会計学もこのような企業の要請を免れること
はできなかったのである。では，ここにみられた，法廷の判決に対する彼の見解は，前述の簿記論とどの
ように結びつくのであろうか。
1～4）　Hatfield，　H．R，　ibid．　pp．196～9．
なお，』ハットフィールドは，英国の複会計制度においては資本勘定と貸借対照表上の利益とは何ら関係がなく，
資本的資産の価値の損失は単に資本勘定のみに影響し年度利益には影響しない思考のあることを指摘している
　（Hatfield，　H．R．，　ibid．　P　202）。かかる思考が以下の資本的損失と配当支払に関する判決に影響を及ぼすので
ある。
5）．Hatfield，　H．R，　ibid．　p　78．
6）　Hatfield，　H．　R．，　ibid．　p　203．
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7）　Hatfield，　H．　R．，　ibid．　p　205．
8～13）　Hatfieid，　H．　R．，　ibid．　pp．205～7．
14）　Hatfield，　H．R．，　ibid．　pp．215～6．
15）ケスターは，このリー事件の判決は当時の会計実務に台致し，一般に継承されて行った旨述べている。なお彼
　はこの判決を次のごとく論評している。「かくのごとく法律上認められた，資本部分の払戻しを毎期の配当に算
　入することは，当該企業が性質それ自体から幾分投機的であり，それ故債権者はかかる企業との取引において充
　分に警告されているとv・う理由で，事業の観点（abusiness　standpoint）から承認される」と。（Kester，　R．　B．，
　Accounting　Vo1，　H　pp・443～4・1920）ここにみられる見解は，基本的に前述のノ・ットフィールドの所論と一
　致する。
16）　Hatfield，　H．R，　ibid．　pp．207～．
17）　Hatfield，　H．R．，　ibid．　pp．207～8．
18）長谷川安兵衛博士「株式会社の諸問題」昭和13年　206頁。
19州20）　Hatfield，　H．R．，　ibid．　p　208．
21）その理由は，消耗性資産を有する企業の場合と異なり，そこでは実際の損失が生じており，資本の払戻しが行
　われえない点に求められる。っまりこの種の企業は通常期限的なものではなく恒久的であり，しかもその目的は
　資本を費消しそれを株主に払戻すことにあらずして，それを事業に利用することにあるからである。（Hatfield
　H．R．，　ibiCl．　p　217）
22）　Hatfield，　H．R．，　ibid．　pp．217～8．
23）　Hatfield，　H．R．，　ibid．　p　214．
24）ノ・ットフィールドは，このように，資本的損失と配当支払に関する米国法廷の見解は英国にくらべ満足すべき
　ものでないと非難するのであるが，その理由として彼は，米国法廷が「株式会社の資本金は債権者の利益のため
　に維持されるべきであるという信託基金説」を固執じてきた点を指摘し，現在ではこのような見解は幸いにも陣
　腐なものになってしまったと述べている。Hatfield，　H．R，　ibid．　p　211．
25～26）加藤盛弘氏「ノ・ットフィールドr近代会計学』の論理溝造」同志仕商学13巻5号　124頁。
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　ひきっづき，ノ・ットフィールドは資本的損失の会計処理について論ずる。彼は，「論理的」には一簿
記論における利益算定方式を遵守する限り一「すべての損失および利得は一いかなる源泉から由来し
ようとも一損益勘定に計上されるべきであって，直接には所有主資本勘定に計上されるべきではな
い」1）ことを認めながらも・この思考は当時の会計実践に合致しないことを指摘し，法律が資本的損失が
存するにかかわらず，それを放置して配当金の支払を許している一すなわち損失のなかには損益勘定借
方にあらわれない項目が存在することが認められている一限り，会計士はそれに適した会計処理を示さ
ねばならないと論ずる2）のである。では資本的損失は会計上どのように処理されるべきか。彼はこの点に
っいて1）減資が行われた場合と2）減資に必要な法律上の手続がとられなかった場合とに分けて説明す
る3）。某会社のある時点における貸借対照表は（H）図のごとくであった。その後不慮の事故によって
Plantのうち＄9，000が失われたと仮定すれば，この損失＄9，000は1）減資手続がとられた場合には（H）
1図のごとくに，また2）減資手続がとられなかった場合には（H）2図のように表示されるべきである。
（さらに彼はこの（ll）2図を若干改訂して（皿）図のように表示すれば事態は÷層明瞭になるだろうと論じ
ているが，この表示法は表面上は（H）1図に類似する）
　かくして，ハットフィールドは，資本的損失の会計処理について貸借対照表で1）失われた資産額とそ
れに相当する資本金額を減少せしめるか，それとも2）失われた資産額を減額するとともに同じく借方に
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Balunce　Sheet
〔1〕Plant　　　　　　　　　＄10，000
　　MisceUaneous　Assets　15，000
＄25，000
Capital　Stock　　　　＄22，000
Profit　and　Loss　　　　　3，000
B／S
＄25，000
〔H〕Plant　　　　　　　　　＄　1，000
1　Miscellaneous　Assets　15，000
＄16，000
Capital　Stock　　　　　　　　＄13，000　　（reduced）
Profit　and　Loss　　　　　3，000
B／S
＄16，000
〔ll〕P，。P。，ty　　＄1，000
2　Miscellaneous　Assets　15，000
　　Loss　on　Capital
　　　　　　　Account　9，000
　　　　　　　　　　　＄25，000
Capital　Stock　　　　　＄22，000
Profit　and　Loss　　　　　3，000
B／S
＄25，000
〔皿〕P。。P。，ty
　　　　Original　Cost　＄　10，000
　　　　Less　Shrinkage　　9，000
Miscellaneous　Assets
＄　1，000
　15，000
＄16，000
．Capital　Outstand孟ng　＄　22，000
Less　Shrinkage
　Per　contra　　　　　　　　　9，000
Profit　and　Loss
＄13，000
　3，000
＄16，000
それと同額をrLoss　on　Capital　Account」なる名称で計上する方法を推奨するのである。ここで特に注
意すべきは，そのいずれの方法においても元来臨時的性格を帯びている資本的損失が配当可能利益の指標
たる期間利益額に影響を及ぼさないように処理されて心・る点である。ではこのような処理法の意図は一体
どこにあるのか。資本的損失を期間収益に負担せしめることを回避するかかる処理法の意図は，期間利益
額の平準化を通じ，毎期継続的に配当可能利益を確保することによって株主を保護し，以て資本調達の便
宜をはからんとする点に偉ると考えられる・・のようにして・資本的損失は・・’・トフ・一ルド自躰
認めているように，論理的にはその全額が損益勘定にチャージされるべきであるが，配当可能利益算定の
老慮のためにそこでの論理的一貫性を放棄せざるをえなくなり，彼の簿記論は意識的に修正を蒙るに至っ
たのである。
彼が示した第、の処理法（m図）は，養紬撒の資本の側面を強調し・それを生ぜしめた取引を資本
取引と考えて株式資本金から控除するのである。これに対して，第2法（ll　2図）では，資本的損失は直
接当期損益勘定にチャージされず（その点では第1法と同じであるが），貸借対照表資産の部に計上され
る。では，このように資産の部に計上された「Loss　on　Capital　Account」は，一体どのような性格をも
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ち，どのよ’ ､に処分されるのか。彼が示す第3法（皿図）との関連からすれば，それは貸方「株式資本
金」に対する控除的評価勘定としての性格をも’ち，その限りでは第1法に類似するように思われる。だ
が，この第2法の揚合には資本は損傷状態のまま放置されることになり，この点では（第3法一皿図一と
は同じであるが）第1法とは異るということを看過してはならない。すなわち，第1法の場合には減資に
よって資本の損傷状態は解消するが，他方，貸借対照表資産の部にrLoss　on　Capital　Account」として計
上する第2法（および理解を一層容易ならしめるために第2法を改良し，その損失を発行済資本金額から
の控除として明示した第3法）においては，その損失が何らかの財源によって填補されない限り，資本は
損傷状態のまま放置されることになる。ノ・ットフィールドはこのような資本の損傷状態にいかに対処せん
とするのか。この点についてこの箇所では全く言及するところがないが，ハットフィールド会計学の基礎
的前提ともいうべき「継続企業」原則の観点からみれば，このように減資手続をとらない場合に資本的損
失を貸借対照表に計上する処理法の背後には，その損失を次期以降の利益によって漸次填補し，資本回復
をはかるという思考が存すると推論される。しかしてこの推論は「繰延資産」なる箇所で次のごとく述べ
ているところから立証されるであろう。
　「時に，予期された経費ではなく異常な損失一会社が損益勘定に一度にチャージし，あるいはまた資本
の減少に明示されるのが適当でないと考える一を代表する項目が資産の問に現われることがある。その
ような場合に繰延べられるチャージは，将来の稼得収益（future　earnings）のコストではなくて，将来の
利益（future　profits）によって償われることを期待される損失である。そのような項目の著名な例は
『the　United　Railways　lnvestment　Company』の1906年12月末日付の貸借対照表にみられる『Earthquake・
Fire，　and　Strike，＄859，983』である。’かかる項目を公示することは，それを設備やその他の物的資産
へのチャージの間に隠しでしまう手続よりは一層改善されている。もちろん，それはいかなる意味におい
ても資産ではなく，適切には繰延費用とさえもいえないかもしれない。しかし，それを前述のように取り
扱うことによって，その損失は必ずしも当期利益に干渉するものではない。そのような処理法の合法性は
23章（引用者注一利益の章一資本的損失の問題はここで取り扱われている）で詳細に論ぜられる」4）（傍
点引用者）と。
　そこでは異常な損失は繰延費用に類似するものと考えられ，次期以降の利益によって償却されるべき旨
が論ぜられているが，この種の異常な損失の具体例としてそこに掲げられている地震・火災損失と，彼が
前述のヴェルナー事件の論評の際に例示した火災損失との同一性および引用文末尾にみられる陳述から，
前記の資本的損失をこのように繰延経理しようとする思考を彼がもっていたと推論できるのではないか。
　このように，彼が示した，資本的損失を貸借対照表に計上する処理法の背後には，それを繰延経理する
ことによって数期間の利益に負担せしめようとする意図がみられたのであるが，そのことは，資本的損失
の資本の側面を強調し，それを損益取引から排除しようとする試みにもかかわらず，結果的にはそれが将
来の利益によって償われるべき損失としての性格を有することを彼自身認めざるをえなくなったことを意
味する。しかしてこのような処理は，一方では株主に対して毎期継続的に配当可能利益を確保しよう5）
とするとともに，他方また蒙った資本の損傷を数期間にわたって填補し，投下資本の回収をはからんとす
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る意義を内蔵していたのである6）。一言したように，かかる処理を妥当ならしめた論理の基礎にあるもの
は，彼のいう「継続企業」原則であった。
　以上，資本的損失に関するハットフィールドの二つの処理法（皿図に示した方法を独立したものと考え
れば三つ）の分析によって次の点が明らかになった。
　（一一・〕この二っの処理法の意図は共通して配当可能利益の継続的な確保という点に存し，その考慮のため
　　に簿記論との齪齪を生ずるに至った。加うるに，第3法は投下資本の回収をも掛酌しており，彼の会
　　計理論の基礎にある「継続企業」原則とよく合致する。
　に｝この二つの方法が示されているということは，彼にあって資本的損失概念が必ずしも統一的に把握
　　されていないことを意味し，損益取引と資本取引とを区別し，資本的損失を資本取引にかかわらしめ
　　て理解しようとする彼の試みは一貫性をもって貫かれないで終っている。それは，冒頭の簿記論の所
　　で指摘したように，　「純財産増加」方式に立脚する所有主理論（資本主理論）の限界を暴露したもの
　　と考えられるのではないだろうか。かかる所説には損益を代表する純財産の増減とそれ以外の純財産
　　の増減とを区別すべき積極的な根拠は存しないからである。
　このように，配当利益の算定に関連してハットフィールドが呈示した資本的損失の会計処理は，簿記論
との齪酷を惹起せしめたのであるが，それにもかかわらず彼があえてそれを主張した根拠，否せざるをえ
なかった根拠すなわち当時の株式会社企業の現実的要請はどのようなものであったか。
　前世紀末葉（80年代）から今世紀初頭にかけての約20年間は，合衆国の産業界におV・ては企業の大規模
化一資本の集積，企業の合同・合併一資本の集中が急速に押し進められた時期であり，「この企業の資本
および経営の大規模化・複雑化は，株式会社制度を一そう普及化させ且つ株式会社制度を一そう近代化さ
せ，その資本の吸収・集中………に必要適切な諸制度・諸法規を発展せしめた」7）のであった。ハットフ
ィールドの利益論の根底にひそみ，簿記論ど矛盾する処理まで惹起せしめた継続的な配当可能利益確保の
思考も，結局は，このような当時の株式会社企業の資本調達を促進ならしめんとする要請の一つの反映と
考えられるのではないだろうか。
　この点について津守氏は，D・ケールの所説を引用されながら当時の実状を説明される。
　「当時純利益もしくは蓄積純利益からの配当をみとめる問題は，前世紀末葉の大産業合同運動以来，は
じめて緊要なものとなった。合同した183社の資産は，30億ドルとV・う資本金で表現されたが，その実，
15億ドル以下の価値を有したにすぎず，貸方残高15億ドルは主として暖簾として計上されてV・たのであっ
た。とくに資本の額面主義を裁判所が採用する可能性がつよかったがために，右のごとき貸借対照表にも
とついて配当を宣言するにあたって，あきらかに取締役の肩に重い個人的危険がのしかかっていたのであ
る。この（額面）主義によれば，暖簾＝水割り部分を稼得利益でもって填補するか，もしくはまず減資す
るかするまでは，いかなる配当も支払ってはならない（からである）8）」。このケールの見解にしたがえ
ば，当然財産法テストに基づき水割資本部分が償却されるまでは配当を行ってはならないし，配当利益を
算出してはならないはずである。ところが「当時，独占資本は，19世紀末から今世紀初頭にかけてアメリ
カにおける資本集中のもっとも重要な手段となった水割株の発行を中止し，あるいは水割り部分を完全に
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填補しおわるまで無配当でとおす」9）というようなケール的な思考が一方で存在していることを認めなが
らも，他方では資本調達の便宜上「債権者保護のためといわれる資本減損禁止原則を放棄する」1°）ことが
要求され，そのいずれかの「選択を迫られたのである。選択は一刻の猶予も許されなかった。なぜなら，
『1903年の下半期に，アメリカの国民経済は，………配当の減少・特にトラストの配当の減少・の結果生
じた取引所恐慌』を経験しつつあったからである」11）。　この状況の下で「当然，放棄されたのは資本金の
額面主義を適用する余地をのこす資本減損テストであり，かわって前面にあらわれたのは，暖簾の償却
（減損された資本の填補》をおこなうことなく利益計算をおこない，そのうえで当期純益が計上されたな
らば，それをただちに配当しうるという立前にたっ純利益テストにほかならなかった」且2）と。
　ハットフィールドが，暖簾を含めて固定資本の損傷が生じた場合に簿記に表明された利益概念に反して
までも，それを1）資本金にチャージするか，2）繰延経理を行うかして，配当可能利益の継続的な確保
を意図したのは，まさに津守氏が指摘したような当時の株式会社企業の資本調達の要請を反映したものと
考えざるをえないのである。ただ異なるところはハットフィールドが資本減損テストを全く放棄してはい
なかった点である。すでに考察したごとく，彼は，資本的損失の繰延経理を行うことによって漸次それを
填補し，投下資本の回収をも考慮していたのであった。ただ当時の株式会社の資本調達の要請のために，
配当可能利益の継続的な確保という側面が前面に押し出され，相対的に投下資本回収思考が後退していた
のである。
1）　Hatfield，　H．　R．，　ibid．　pp．219～20．
2～3）　Hatfield，　H．R，　ibiCl．　p　220．
4）　Hatfield，　H．R，　ibid．　p　120．
5）　もちろん，かかる処理法によれば，繰延べられた損失がその後の数年度の利益額にチャージされる結果，それ
だけ関係年度の配当可能利益額は減少せしめられるが，期間利益の平準化という作用を通して，配当利益の継続
的な確保という意図は貫徹されることになる。
6）　ここにノ・ットフィールドが呈示した第2の処理法は，わが国企業会計原則注解13「巨額の臨時的損失の繰延に
っいて」にみられる処理法と基本的に同一の理念に立脚する。
　江村稔助教授は，この注解13の意図するところを次のように説明される。「ある営業年度において，極めて特
殊な理由によって発生した巨額の損失を期間損益計算に関係せしめず，．利益剰余金の減少として取扱うべきこと
は『会計原則』の内包する損益計算理念により正当化しうることである。しかながら，このような方式によると
しても，損失額が巨額にのぼれば，いわゆる未処分利益剰余金が赤字となって，次期にくりこすべき欠損金が生
ずるばかりでなく，商法にいわゆる資本の欠損の状態を招来し，利益の配当を行いえなくなる場合が生じうるの
である。かかる事態は株主に対する配当が，いわば，株主と株式会社をっなぐ重要な鎖となっている今日の資本主
義的株式会社経営のうえにおいて，決して好ましいこととはいえない。ここに，巨額の臨時損失を繰延経理するこ
とによって，数期間に分担せしめ，以って，かかる事態を回避しうるような会計処理を認めることが要望されてい
たのである」と。江村稔助教授「貸借対照表に関する注解とその問題点」黒沢外「企業会計原則」177～8頁。
　この臨時巨額の損失の繰延経理の妥当性云々は，特に今日改正商法と企業会計原則との調整に関連する問題の一
つとして，一部会計学者と商法学者との問で論争の的となっている。
7）　上林貞次郎教授「株式会社の支配形態」平井泰太郎編「近代経営形態論」109頁。
8）Keh1，　D．，　Corporate　Dividends　1941，　P　31．津守常弘氏「配当計箕原則の史的展開」28～9頁から引用。
9～12）　津守常弘氏　前掲書　29頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1963．　9．　20）
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